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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非接触で受電装置に給電可能な給電装置であって、
　非接触で前記受電装置に電力を出力する給電手段と、
　前記受電装置と第１の通信方式で通信を行う第１の通信手段と、
　前記受電装置と第２の通信方式で通信を行う第２の通信手段と、
　前記給電手段から第１の電力を出力して前記第１の通信手段により前記受電装置から得
られた第１の機器情報と、前記第２の通信手段により前記受電装置から得られた第２の機
器情報とが所定の条件を満たす場合に、前記第２の通信手段による前記受電装置との接続
状態を継続するように制御する制御手段と、を有し、
　前記制御手段は、前記第２の通信手段による前記受電装置との接続後に、前記給電手段
により第２の電力を前記受電装置に出力し、
　給電制御のための情報を前記第２の通信手段により前記受電装置と送受信するように制
御することを特徴とする給電装置。
【請求項２】
　前記第２の電力は前記第１の電力よりも大きいことを特徴とする請求項１に記載の給電
装置。
【請求項３】
　前記第２の通信手段により通信可能な範囲は、前記第１の通信手段により通信可能な範
囲よりも広いことを特徴とする請求項１または２に記載の給電装置。
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【請求項４】
　前記第１の通信方式は、近距離無線通信であることを特徴とする請求項１ないし３のい
ずれか１項に記載の給電装置。
【請求項５】
　前記制御手段は、前記第１の通信手段により前記受電装置に対して前記第１の機器情報
を要求する要求信号を送信し、前記受電装置から前記要求信号に対する応答信号を受信後
に、前記給電手段から前記第１の電力を出力し、
　前記第２の通信手段により前記受電装置から認証情報を受信し、
　前記認証情報に含まれる前記第２の機器情報と前記第１の機器情報とを比較することを
特徴とする請求項１ないし４のいずれか１項に記載の給電装置。
【請求項６】
　前記所定の条件とは、前記認証情報に含まれる前記第２の機器情報と前記応答信号の前
記第１の機器情報とが同一であると判定される場合であることを特徴とする請求項５に記
載の給電装置。
【請求項７】
　前記制御手段は、前記第１の通信手段により前記受電装置に対して前記要求信号を送信
した後、前記給電手段により前記第１の電力または第３の電力を出力することを特徴とす
る請求項５または６に記載の給電装置。
【請求項８】
　前記制御手段は、前記第１の通信手段により前記受電装置に対して前記要求信号を送信
した後、所定の時間に達する前に前記受電装置から前記応答信号を受信した場合には、前
記給電手段により前記第１の電力を出力し、
　前記所定の時間に達する前に前記受電装置から前記応答信号を受信しない場合には、前
記給電手段により前記第３の電力を出力することを特徴とする請求項７に記載の給電装置
。
【請求項９】
　前記第１の通信手段により前記要求信号を送信する時間間隔は、前記給電手段により前
記第３の電力を出力する時間間隔よりも短いことを特徴とする請求項７または８に記載の
給電装置。
【請求項１０】
　前記第２の電力は前記第１の電力よりも大きく、前記第１の電力は前記第３の電力より
も大きいことを特徴とする請求項７ないし９のいずれか１項に記載の給電装置。
【請求項１１】
　前記第１の通信方式は、ＮＦＣ規格に則った通信方式であり、
　前記第２の通信方式は、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ規格に則った通信方式であることを特徴と
する請求項１ないし１０のいずれか１項に記載の給電装置。
【請求項１２】
　非接触で給電装置から電力を受電可能な受電装置であって、
　非接触で前記給電装置から電力を受電する受電手段と、
　前記給電装置と第１の通信方式で通信を行う第１の通信手段と、
　前記給電装置と第２の通信方式で通信を行う第２の通信手段と、
　機器情報を格納する記憶手段と、
　前記給電装置から機器情報の要求を受けた場合に、前記第１の通信手段により前記給電
装置に対して前記機器情報を送信し、
　前記第１の通信手段を介して前記給電装置から第１の電力を受信した場合に、前記第２
の通信手段により前記給電装置と接続するための情報を送信する制御手段と、を有し、
　前記制御手段は、前記第２の通信手段により前記給電装置と接続した後に前記給電装置
から第２の電力を受電し、
　給電制御のための情報を前記第２の通信手段により前記給電装置と送受信するように制
御することを特徴とする受電装置。
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【請求項１３】
　前記第２の電力は前記第１の電力よりも大きいことを特徴とする請求項１２に記載の受
電装置。
【請求項１４】
　前記第２の通信手段により通信可能な範囲は、前記第１の通信手段により通信可能な範
囲よりも広いことを特徴とする請求項１２または１３に記載の受電装置。
【請求項１５】
　前記第１の通信方式は、近距離無線通信であることを特徴とする請求項１２ないし１４
のいずれか１項に記載の受電装置。
【請求項１６】
　前記第１の通信方式は、ＮＦＣ規格に則った通信方式であり、
　前記第２の通信方式は、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ規格に則った通信方式であることを特徴と
する請求項１２ないし１５のいずれか１項に記載の受電装置。
【請求項１７】
　非接触で受電装置に電力を出力する給電手段と、
　前記受電装置と第１の通信方式で通信を行う第１の通信手段と、
　前記受電装置と第２の通信方式で通信を行う第２の通信手段と、を有する給電装置の制
御方法であって、
　前記給電手段から第１の電力を出力して前記第１の通信手段により前記受電装置から得
られた第１の機器情報と、前記第２の通信手段により前記受電装置から得られた第２の機
器情報とを比較するステップと、
　前記第１の機器情報と前記第２の機器情報が所定の条件を満たす場合には、前記第２の
通信手段による前記受電装置との接続状態を継続するように制御するステップと、
　前記第２の通信手段による前記受電装置との接続後に、前記給電手段により第２の電力
を前記受電装置に出力するステップと、
　給電制御のための情報を前記第２の通信手段により前記受電装置と送受信するように制
御するステップと、を有することを特徴とする給電装置の制御方法。
【請求項１８】
　非接触で給電装置から電力を受電する受電手段と、
　前記給電装置と第１の通信方式で通信を行う第１の通信手段と、
　前記給電装置と第２の通信方式で通信を行う第２の通信手段と、
　機器情報を格納する記憶手段と、を有する受電装置の制御方法であって、
　前記給電装置から機器情報の要求を受けた場合に、前記第１の通信手段により前記給電
装置に対して前記機器情報を送信するステップと、
　前記第１の通信手段を介して前記給電装置から第１の電力を受信した場合に、前記第２
の通信手段により前記給電装置と接続するための情報を送信するステップと、
　前記第２の通信手段により前記給電装置と接続した後に前記給電装置から第２の電力を
受電するステップと、
　給電制御のための情報を前記第２の通信手段により前記給電装置と送受信するように制
御するステップと、を有することを特徴とする受電装置の制御方法。
【請求項１９】
　コンピュータを、請求項１ないし１１のいずれか１項に記載された給電装置の各手段と
して機能させるためのプログラム。
【請求項２０】
　コンピュータを、請求項１２ないし１６のいずれか１項に記載された受電装置の各手段
として機能させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非接触給電システムに関する。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、コネクタで物理的に接続することなく非接触で電力を出力するための１次コイル
をアンテナとして持つ給電装置と、給電装置から供給される電力を非接触で受電するため
の２次コイルをアンテナとして持つ受電装置とを含む非接触給電システムが知られている
。
【０００３】
　非接触給電システムは、送電／受電する電力の制御情報を給電装置と受電装置が授受し
合うことで実現する。この制御情報のやり取りには、、例えばＮＦＣのような非接触通信
を用いる方法が提案されている。そのほか、より広い通信範囲を持つ他の通信でやり取り
する方式も提案されている。例えばＲｅｚｅｎｃｅ（登録商標）では、給電の制御情報を
ＢＬＥ（Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）　Ｌｏｗ　Ｅｎｅｒｇｙ）を用いて授受するこ
とが規定されている。このような方式の場合、通信範囲の広さゆえに、給電したい相手と
は異なる相手と通信が行われてしまう可能性がある。この場合、実際に給電を行う相手の
情報を得られないため、適切な給電制御ができず、過充電等の問題が発生する。
【０００４】
　このような問題を防止するために、特許文献１には、給電装置が給電状態を変化させた
際の受電装置との通信状態に応じて、通信接続中の受電装置が給電対象であるか否かを判
定する技術が提案されている。これにより、給電装置が給電すべき受電装置と、給電制御
用の通信の接続が行えているか否かを確認することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１５－１８０１７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献１では、受電装置が給電対象であるか否かを判定するため
に一度給電処理を行わなければならない。そのため、一時的にでも行われる給電処理によ
って過剰な電力が供給されてしまう可能性がある。
【０００７】
　本発明は、上記課題に鑑みてなされ、その目的は、受電装置に給電を開始する前に、給
電対象ではない受電装置との通信を確立させないようにする技術を実現することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決し、目的を達成するために、本発明の給電装置は、非接触で受電装置に
給電可能な給電装置であって、非接触で前記受電装置に電力を出力する給電手段と、前記
受電装置と第１の通信方式で通信を行う第１の通信手段と、前記受電装置と第２の通信方
式で通信を行う第２の通信手段と、前記給電手段から第１の電力を出力して前記第１の通
信手段により前記受電装置から得られた第１の機器情報と、前記第２の通信手段により前
記受電装置から得られた第２の機器情報とが所定の条件を満たす場合に、前記第２の通信
手段による前記受電装置との接続状態を継続するように制御する制御手段と、を有し、前
記制御手段は、前記第２の通信手段による前記受電装置との接続後に、前記給電手段によ
り第２の電力を前記受電装置に出力し、給電制御のための情報を前記第２の通信手段によ
り前記受電装置と送受信するように制御する。
【０００９】
　また、本発明の受電装置は、非接触で給電装置から電力を受電可能な受電装置であって
、非接触で前記給電装置から電力を受電する受電手段と、前記給電装置と第１の通信方式
で通信を行う第１の通信手段と、前記給電装置と第２の通信方式で通信を行う第２の通信
手段と、機器情報を格納する記憶手段と、前記給電装置から機器情報の要求を受けた場合
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に、前記第１の通信手段により前記給電装置に対して前記機器情報を送信し、前記第１の
通信手段を介して前記給電装置から第１の電力を受信した場合に、前記第２の通信手段に
より前記給電装置と接続するための情報を送信する制御手段と、を有し、前記制御手段は
、前記第２の通信手段により前記給電装置と接続した後に前記給電装置から第２の電力を
受電し、給電制御のための情報を前記第２の通信手段により前記給電装置と送受信するよ
うに制御する。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、受電装置に給電を開始する前に、給電対象ではない受電装置との通信
を確立してしまう可能性を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施形態の非接触給電システムの構成図。
【図２】本実施形態の給電装置と受電装置の構成を示すブロック図。
【図３】本実施形態の非接触給電システムに適用可能な通信シーケンス図。
【図４】実施形態１の給電装置による制御処理のフローチャート。
【図５】実施形態１の受電装置による制御処理のフローチャート。
【図６】実施形態２の給電装置による制御処理のフローチャート。
【図７】実施形態２の受電装置による制御処理のフローチャート。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に、本発明を実施するための形態について詳細に説明する。尚、以下に説明する実
施の形態は、本発明を実現するための一例であり、本発明が適用される装置の構成や各種
条件によって適宜修正又は変更されるべきものであり、本発明は以下の実施の形態に限定
されるものではない。また、後述する各実施形態の一部を適宜組み合わせて構成してもよ
い。
【００１３】
　以下、本実施形態の給電装置および受電装置からなる非接触給電システムについて説明
する。
【００１４】
　＜システム構成＞
　まず、図１を参照して、本実施形態の非接触給電システムの構成について説明する。
【００１５】
　本実施形態のシステムは、給電装置１００と、給電装置１００と通信を行い、電力の供
給を受ける受電装置２００とを含む。
【００１６】
　給電装置１００において、所定の範囲３００の中に受電装置２００が存在する場合、給
電装置１００は第１の通信部１０５を介して非接触により通信を行い、受電装置２００か
ら機器情報を受信する。
【００１７】
　また、給電装置１００において、所定の範囲４００の中に受電装置２００が存在する場
合、給電装置１００は第２の通信部１０６を介して非接触により通信を行い、受電装置２
００から機器情報を含む接続信号を受信する。
【００１８】
　給電装置１００は、受電装置２００が給電可能な機器であると判断すると、給電アンテ
ナ１０４を介して給電用の電力を出力して受電装置２００に電力を供給する。その際、給
電装置１００は第２の通信部１０６を介して受電装置２００から受電情報を受信すること
で、受電装置２００の状態を確認することができる。
【００１９】
　受電アンテナ２０１を有する受電装置２００は、受電アンテナ２０１を介して給電装置
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１００から出力される電力を非接触により受電可能である。給電装置１００における所定
の範囲３００の中に受電装置２００が存在しない場合、受電装置２００は給電装置１００
から電力を受け取ることはできない。受電装置２００は、受電中に第２の通信部２０５を
介して給電装置１００へ受電情報を送信することも可能である。
【００２０】
　受電装置２００は、給電装置１００における所定の範囲３００の中に存在する場合には
、第１の通信部２０４を介して給電装置１００と通信を行うことが可能である。また、受
電装置２００は、給電装置１００における所定の範囲４００の中に存在する場合には、第
２の通信部２０５を介して給電装置１００と通信を行うことが可能である。
【００２１】
　本実施形態では、給電装置１００における所定の範囲４００は給電装置１００における
所定の範囲３００より範囲が広いものとして説明を行う。つまり、第１の通信部１０５よ
りも、第２の通信部１０６の方が通信範囲が広い。
【００２２】
　なお、給電装置１００は複数の電子機器に対しても、並行して電力を非接触で供給する
ことが可能であってもよいものとする。
【００２３】
　受電装置２００は、２次電池２１０から供給される電力によって動作する電子機器であ
れば、タブレット型ＰＣやスマートフォン、デジタルスチルカメラやデジタルビデオカメ
ラ等の撮像装置、音声データや映像データの再生を行う再生装置であってもよい。また、
受電装置２００は、２次電池２１０から供給される電力によって駆動する車のような移動
装置であってもよい。
【００２４】
　また、受電装置２００は、２次電池２１０が装着されていない場合に、給電装置１００
から供給される電力によって動作可能な電子機器であってもよいものとする。
【００２５】
　＜装置構成＞
　次に、図２を参照して、本実施形態の非接触給電システムにおける給電装置１００およ
び受電装置２００の構成および機能について説明する。
【００２６】
　まず、給電装置１００について説明を行う。
【００２７】
　給電装置１００は、電力生成部１０１、制御部１０２、整合回路１０３、給電アンテナ
１０４、第１の通信部１０５、第２の通信部１０６、メモリ１０７、記録部１０８、表示
部１０９、操作部１１０、およびタイマー１１１を有する。さらに、記録部１０８は記録
媒体１０８ａを有する。
【００２８】
　電力生成部１０１は、ＡＣ電源から供給される交流電力を直流電力に変換し、変換した
直流電力を給電装置１００の各部へ供給する。また、電力生成部１０１は、給電アンテナ
１０４を介して受電装置２００に供給するための電力を生成する。この際、所定の非接触
給電システムが採用するプロトコルに則って受電装置２００に電力を供給する。
【００２９】
　電力生成部１０１によって生成される電力には、第１の電力、第２の電力および第３の
電力がある。第１の電力は、給電装置１００が受電装置２００の第２の通信部２０５を起
動させるために必要な電力である。第２の電力は、給電装置１００が受電装置２００に対
して給電を行う際に出力する電力である。第３の電力は、給電装置１００が給電装置１０
０における所定の範囲３００の中に受電装置２００が存在するか否かを検出するために出
力する電力である。また、第１の電力は第２の電力よりも小さい電力であるものとし、第
３の電力は第１の電力よりも小さい電力であるものとする。
【００３０】
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　制御部１０２は、例えばＣＰＵを備え、電力生成部１０１から供給される電力によって
、給電装置１００の各部を制御する。また、制御部１０２は、メモリ１０７に格納されて
いるコンピュータプログラムを実行することによって、給電装置１００の各部の動作を制
御する。
【００３１】
　整合回路１０３は、可変コンデンサ、コンデンサ、可変コイル、コイル、可変抵抗、抵
抗等の整合調整素子で構成される。また、整合回路１０３は複数の整合調整素子を切り替
えるためのスイッチを有していてもよい。
【００３２】
　また、整合回路１０３は、給電アンテナ１０４と、制御部１０２により選択された給電
の対象となる機器が有する受電アンテナとの間で共振を行うための共振回路であり、電力
生成部１０１と給電アンテナ１０４との間のインピーダンスマッチングを行うための回路
とを含む。給電装置１００における所定の範囲３００の中に受電装置２００が存在する場
合には、整合回路１０３のインピーダンスが変化する。制御部１０２は、整合回路１０３
のインピーダンスの変化を検出することで、受電装置２００の存在を検出することが可能
である。
【００３３】
　共振周波数は、給電装置１００と、給電装置１００の給電の対象となる機器とが共振を
行うための周波数であり、以下「共振周波数ｆ」と呼ぶ。
【００３４】
　下記式１は、共振周波数ｆを示す。ここでＬは給電アンテナ１０４と外部の寄生要因に
よるインダクタンス値、Ｃは整合回路と寄生要因によるキャパシタンス値である。
【００３５】
　ｆ＝１／｛２π√（ＬＣ）｝・・・（１）
　なお、制御部１０２は、整合回路１０３内の可変コンデンサ等の値を制御することによ
って、給電アンテナ１０４から出力される電力が共振周波数ｆになるように設定する。共
振周波数ｆは、例えば６．７８ＭＨｚである。
【００３６】
　給電アンテナ１０４は、電力生成部１０１により生成された電力を外部に出力するため
のアンテナである。給電装置１００は、給電アンテナ１０４を介して受電装置２００に電
力を供給する。
【００３７】
　第１の通信部１０５は、例えば、ＮＦＣフォーラムによって規定されているＮＦＣ規格
に基づいて無線通信を行う。また、第１の通信部１０５は、ＩＳＯ／ＩＥＣ　１８０９２
規格、ＩＳＯ／ＩＥＣ　１４４４３規格、ＩＳＯ／ＩＥＣ　２１４８１規格に基づいて無
線通信を行ってもよい。
【００３８】
　第１の通信部１０５と受電装置２００との間で送受信する情報は、ＮＤＥＦ（ＮＦＣ　
Ｄａｔａ　Ｅｘｃｈａｎｇｅ　Ｆｏｒｍａｔ）に対応する情報である。
【００３９】
　第１の通信部１０５は、第１の通信部１０５に含まれるアナログ乗算器や負荷抵抗をス
イッチングさせ、電力生成部１０１によって生成された電力の振幅をパルス信号に変更す
る。第１の通信部１０５によって変更されたパルス信号は、第１の通信部１０５に含まれ
る通信アンテナに供給され、コマンドとして受電装置２００に送信される。また、第１の
通信部１０５は、所定の符合化方式による符合化回路を有する。
【００４０】
　第１の通信部１０５は、受電装置２００からＮＤＥＦに対応する情報を受信する場合、
通信アンテナに流れる電流の変化に応じて、受電装置２００に送信したコマンドに対する
受電装置２００からの返答を符号化回路により復調することができる。これにより、第１
の通信部１０５は、負荷変調方式によって受電装置２００に送信したリクエストに対する
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レスポンスや、受電装置２００から送信される情報を、受電装置２００から受信すること
ができる。第１の通信部１０５は、制御部１０２からの指示に応じてコマンドを受電装置
２００に送信する。さらに、第１の通信部１０５は、受電装置２００からのレスポンスや
情報を受信した場合、受信した返答を復調して制御部１０２に供給する。
【００４１】
　通信アンテナは、第１の通信部１０５に採用された通信方式に則って受電装置２００と
通信を行うためのアンテナである。通信アンテナは、例えばループアンテナである。給電
装置１００は、通信アンテナを介して受電装置２００に情報を送信する。また、給電装置
１００は、通信アンテナを介して、受電装置２００に送信した情報に対応する応答および
受電装置２００から送信された情報を受信する。具体的には、通信アンテナのループパタ
ーンに流れる電流により磁界が生じ、発生した磁界を介して対向の受電装置２００に搭載
される受電アンテナ２０１に誘導電流が流れる電磁誘導方式に則って通信を行う。
【００４２】
　また、第１の通信部１０５は通信アンテナをオープン状態にするための不図示のスイッ
チを有していてもよい。制御部１０２は、スイッチを制御することで通信アンテナの接続
状態を変更することが可能である。制御部１０２が、スイッチをオンにしている間は通信
アンテナが接続され、スイッチをオフにすると通信アンテナがオープン状態となる。
【００４３】
　第２の通信部１０６は、第１の通信部１０５が対応する通信規格とは異なる通信規格に
基づいて、受電装置２００と無線通信を行う。第２の通信部１０６が対応する通信規格は
、例えば、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ規格で策定されているＢＬＥ（Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ　Ｌｏ
ｗ　Ｅｎｅｒｇｙ）である。第２の通信部１０６は、給電のパワークラス、給電可能な電
力や給電の開始／停止等の給電に関する情報を受電装置２００に送信可能である。
【００４４】
　メモリ１０７は、給電装置１００の各部の動作を制御するコンピュータプログラムおよ
び各部の動作に関するパラメータ等の情報を記憶する。また、メモリ１０７は、制御部１
０２が整合回路１０３の調整に必要な情報も記憶しており、表示部１０９に供給するため
の映像情報や音声情報等も記憶している。さらに、メモリ１０７は、給電装置１００の識
別情報、給電パラメータや給電を制御するためのフラグ等や、受電装置２００から第１の
通信部１０５、第２の通信部１０６を介して受信した情報を記録する。
【００４５】
　記録部１０８は、第１の通信部１０５、第２の通信部１０６を介して受信した情報を記
録媒体１０８ａに記録する。また、記録部１０８は、映像情報や音声情報等の情報を記録
媒体１０８ａから読み出し、表示部１０９に供給することもできる。
【００４６】
　なお、記録媒体１０８ａは、ハードディスクやメモリカード等であってもよく、給電装
置１００に内蔵されていても、給電装置１００に着脱可能な外部の記録媒体であってもよ
い。
【００４７】
　表示部１０９は、記録部１０８によって記録媒体１０８ａから読み出される映像情報お
よびメモリ１０７から供給される映像情報の中から制御部１０２によって選択された映像
情報を表示する。映像情報とは、受電装置２００との通信状況や給電状況等をユーザに通
知するためのメッセージ等である。
【００４８】
　また、表示部１０９は、外部機器のモニタと接続するためのＨＤＭＩ（Ｈｉｇｈ－Ｄｅ
ｆｉｎｉｔｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）（登録商標）等のコネ
クタで構成されていてもよい。
【００４９】
　操作部１１０は、給電装置１００を操作するためのユーザインターフェースを提供する
。操作部１１０は、給電装置１００を操作するための電源ボタン、給電装置１００の動作
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モードを切り替えるモード切替ボタン、給電装置１００の設定を変更するための設定変更
ボタン等を有し、各ボタンはスイッチ、タッチパネル等により構成される。制御部１０２
は、操作部１１０を介して入力されたユーザの指示に従って給電装置１００を制御する。
なお、操作部１１０は、不図示のリモートコントローラから受信したリモコン信号に応じ
て給電装置１００を制御する対象物であってもよい。
【００５０】
　タイマー１１１は、現在の時刻や各部で行われる動作や処理に関する時間を計測する。
また、タイマー１１１によって計測される時間に対する閾値は、メモリ１０７に予め記憶
されている。
【００５１】
　給電装置１００は、さらに不図示のスピーカ部を有していてもよい。不図示のスピーカ
部は、記録部１０８によって記録媒体１０８ａから読み出される音声情報およびメモリ１
０７から供給される音声情報のいずれかを出力する。
【００５２】
　また、給電装置１００は、さらに不図示の温度検出部を有していてもよい。不図示の温
度検出部は、例えば、制御部１０２、整合回路１０３もしくは給電アンテナ１０４の近辺
に配置される。制御部１０２は、不図示の温度検出部より、給電装置１００の温度情報を
検出することが可能である。
【００５３】
　次に、受電装置２００について説明を行う。
【００５４】
　本実施形態では、受電装置２００の一例としてデジタルスチルカメラの場合を説明する
。
【００５５】
　受電装置２００は、受電アンテナ２０１、整合回路２０２、制御部２０３、第１の通信
部２０４、第２の通信部２０５、整流平滑回路２０６、電力検出部２０７、レギュレータ
２０８、充電制御部２０９、２次電池２１０、メモリ２１１、記録部２１２、表示部２１
３、操作部２１４、撮像部２１５、タイマー２１６を有する。さらに、第１の通信部２０
４は記憶部２０４ａを有し、記録部２１２は記録媒体２１２ａを有する。
【００５６】
　受電アンテナ２０１は、給電装置１００から供給される電力を受電するためのアンテナ
である。受電アンテナ２０１を介して給電装置１００から受電した電力は、整合回路２０
２を介して整流平滑回路２０６に供給される。
【００５７】
　整合回路２０２は、受電アンテナ２０１と整流平滑回路２０６との間のインピーダンス
マッチングを行うための回路である。また、給電装置１００の共振周波数ｆと同じ周波数
で受電アンテナ２０１を共振させるための共振回路でもある。整合回路２０２は、整合回
路１０３と同様に可変コンデンサ、コンデンサ、可変コイル、コイル、可変抵抗、抵抗等
の整合調整素子を有する。制御部２０３は、整合回路２０２を制御し、給電装置１００の
共振周波数ｆと同じ周波数で受電アンテナ２０１が共振するように、可変コンデンサのキ
ャパシタンスの値等を変更する。
【００５８】
　制御部２０３は、メモリ２１１に格納されているコンピュータプログラムを実行するこ
とによって、受電装置２００の各部の動作を制御する。
【００５９】
　第１の通信部２０４は、給電装置１００の第１の通信部１０５と同一の通信規格に基づ
いて、給電装置１００と通信を行う。また、第１の通信部２０４は、記憶部２０４ａを有
する。記憶部２０４ａには、非接触給電のための認証処理を給電装置１００と行うために
用いられる認証情報が格納されている。認証情報には、少なくとも受電装置２００が対応
している非接触給電システムや受電装置２００の機器に関する情報等が含まれる。
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　第２の通信部２０５は、第２の通信部１０６と同一の通信規格に基づいて、給電装置１
００と通信を行う。第２の通信部２０５は、受電装置２００の機器情報や、対応している
非接触給電システムを示す情報や、２次電池２１０の電圧／電流等の充電に関する情報を
給電装置１００に送信可能である。
【００６０】
　整流平滑回路２０６は、受電アンテナ２０１によって受電された電力から直流電力を生
成する。さらに、整流平滑回路２０６は、生成した直流電力を電力検出部２０７を介して
レギュレータ２０８に供給する。なお、整流平滑回路２０６は、整流用のダイオードを有
し、全波整流および半波整流のいずれかにより直流電力を生成する。また、制御部２０３
は、整流平滑回路２０６の電圧値、電流値を検出することが可能である。
【００６１】
　電力検出部２０７は、受電アンテナ２０１を介して受け取った電力を検出し、検出した
電力を示す情報を制御部２０３に供給する。
【００６２】
　レギュレータ２０８は、整流平滑回路２０６から供給される直流電力の電圧および２次
電池２１０から供給される電力の電圧のいずれかが制御部２０３によって設定された電圧
値になるように制御する。なお、レギュレータ２０８は、スイッチングレギュレータであ
っても、リニアレギュレータであってもよいものとする。
【００６３】
　充電制御部２０９は、レギュレータ２０８から電力を供給された場合、供給される電力
に応じて、２次電池２１０の充電を行う。また、充電制御部２０９は、装着されている２
次電池２１０の充電に関する情報を定期的に検出し、制御部２０３に供給する。例えば、
２次電池２１０の電圧値、電流値等の情報である。
【００６４】
　２次電池２１０は、受電装置２００に内蔵されている、もしくは着脱可能な２次電池で
ある。２次電池２１０は充電可能な電池であり、例えばリチウムイオン電池等である。２
次電池２１０は、受電装置２００の各部に対して電力を供給することができる。
【００６５】
　メモリ２１１は、受電装置２００の各部の動作を制御するコンピュータプログラムおよ
び各部の動作に関するパラメータ等の情報を記憶する。また、メモリ２１１は、表示部２
１３に供給するための映像情報や音声情報等も記憶している。
【００６６】
　記録部２１２は、撮像部２１５から供給された映像データや音声情報等の情報を記録媒
体２１２ａに記録する。また、記録部２１２は、映像情報や音声情報等の情報を記録媒体
２１２ａから読み出し、表示部２１３に供給することもできる。
【００６７】
　なお、記録媒体２１２ａは、ハードディスクやメモリカード等であってもよく、受電装
置２００に内蔵されていても、受電装置２００に着脱可能な外部の記録媒体であってもよ
い。
【００６８】
　表示部２１３は、記録部２１２によって記録媒体２１２ａから読み出される映像情報や
メモリ２１１から供給される映像情報を表示する。映像情報とは、受電装置２００のエラ
ー情報等をユーザに通知するためのメッセージ等である。表示部２１３は、メモリ２１１
に予め記憶されているアイコンやメニュー画面等を表示することもできる。
【００６９】
　操作部２１４は、受電装置２００を操作するためのユーザインターフェースを提供する
。操作部２１４は、受電装置２００を操作するための電源ボタンおよび受電装置２００の
動作しているモードを切り替えるモード切替ボタン等を有し、各ボタンはスイッチ、タッ
チパネル等により構成される。制御部２０３は、操作部２１４を介して入力されたユーザ
の指示に従って受電装置２００を制御する。なお、操作部２１４は、不図示のリモートコ
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ントローラから受信したリモコン信号に応じて受電装置２００を制御する対象物であって
もよい。
【００７０】
　撮像部２１５は、被写体の光から映像データを生成するための撮像素子、撮像素子で生
成された映像データに対して画像処理を行う画像処理回路、映像データを圧縮したり、圧
縮された映像データを伸張したりする圧縮伸張回路等を有する。撮像部２１５は、被写体
の撮影を行い、撮影の結果により得られた静止画や動画等の映像データを記録部２１２に
供給する。なお、撮像部２１５は、被写体の撮影を行うために必要な構成をさらに有して
いてもよい。
【００７１】
　タイマー２１６は、現在の時刻や各部で行われる動作や処理に関する時間を計測する。
また、タイマー２１６によって計測される時間に対する閾値は、メモリ２１１に予め記憶
されている。
【００７２】
　また、受電装置２００は、さらに不図示の温度検出部を有していてもよい。不図示の温
度検出部は、例えば、受電アンテナ２０１、整合回路２０２、制御部２０３もしくは２次
電池２１０の近辺に配置される。制御部２０３は、不図示の温度検出部より、受電装置２
００の温度情報を検出することが可能である。
【００７３】
　＜通信シーケンス＞
　次に、図３を参照して、本実施形態の非接触給電システムに適用可能な、従来の通信シ
ーケンスについて説明する。なお、以下では、Ａ４ＷＰ（Ａｌｌｉａｎｃｅ　ｆｏｒ　Ｗ
ｉｒｅｌｅｓｓ　Ｐｏｗｅｒ）規格に基づく非接触給電システムを一例として説明を行う
。
【００７４】
　Ｓ３０１では、制御部１０２は、給電アンテナ１０４より第３の電力を所定の時間間隔
で出力する。第３の電力とは、Ｓｈｏｒｔ　Ｂｅａｃｏｎ信号のことである。Ｓｈｏｒｔ
　Ｂｅａｃｏｎ信号は、給電装置１００における所定の範囲３００の中に送信される。制
御部１０２は、給電アンテナ１０４よりＳｈｏｒｔ　Ｂｅａｃｏｎ信号を定期的に送信す
ることで、整合回路１０３のインピーダンスの変化を検出する。制御部１０２は、Ｓｈｏ
ｒｔ　Ｂｅａｃｏｎ信号送信時に整合回路１０３のインピーダンスの変化を検出した場合
には、給電装置１００における所定の範囲３００の中に受電装置２００または金属物等の
インピーダンスに影響を与える物体が存在することを検出する。
【００７５】
　Ｓ３０２では、制御部１０２は、Ｓ３０１で整合回路１０３のインピーダンスの変化を
検出した場合には、インピーダンスの変化の検出後に給電アンテナ１０４より第１の電力
を出力する。第１の電力とは、Ｌｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信号のことである、Ｌｏｎｇ　Ｂ
ｅａｃｏｎ信号は、給電装置１００における所定の範囲３００の中に送信される。また、
制御部１０２は、所定の時間間隔でＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信号を送信することも可能で
ある。
【００７６】
　制御部２０３は、受電アンテナ２０１を介してＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信号を受信した
場合、受電した電力で第２の通信部２０５を起動させる。
【００７７】
　Ｓ３０３では、制御部２０３は、第２の通信部２０５を介して給電装置１００へＡｄｖ
ｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信号を送信する。Ａｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信号の中には、受電
装置２００の機器を特定するための受電装置２００の名称や受電装置２００の製造元を示
す情報を含む機器情報や、対応する非接触給電システムを示す情報等が含まれている。Ａ
ｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信号は、給電装置１００における所定の範囲４００の中に送信
される。
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【００７８】
　Ｓ３０４では、制御部１０２は、Ｓ３０３で受電装置２００からＡｄｖｅｒｔｉｓｅｍ
ｅｎｔ信号を受信した場合、第２の通信部１０６を介して受電装置２００へ接続要求信号
を送信し、第２の通信部１０６と第２の通信部２０５間はＢＬＥで通信が接続される。
【００７９】
　ＢＬＥで通信接続後、制御部１０２は、第２の通信部１０６を介して受電装置２００か
ら受電装置２００の静的受電情報を受信する。静的受電情報とは、例えば、非接触給電シ
ステムが採用するプロトコルのリビジョン情報や、受電装置２００のハードウェアリビジ
ョン情報／ソフトウェアリビジョン情報、最大受電能力情報等である。
【００８０】
　静的受電情報受信後、制御部１０２は、第２の通信部１０６を介して受電装置２００へ
給電装置１００の静的送電情報を送信する。静的送電情報とは、例えば、給電装置１００
の出力情報や給電装置１００の該当するクラス情報等である。
【００８１】
　静的送電情報送信後、制御部１０２は、第２の通信部１０６を介して受電装置２００か
ら受電装置２００の動的受電情報を受信する。動的受電情報とは、例えば、整流平滑回路
２０６の電圧／電流情報、２次電池２１０の電圧／電流情報、受電装置２００の警告情報
等である。動的受電情報に受電装置２００の警告情報が含まれていた場合、受電装置２０
０で何らかのエラーが発生していることを示す。ここまでの処理がＳ３０４で行われる。
【００８２】
　続くＳ３０５では、制御部１０２は、第２の通信部１０６を介して受電装置２００の制
御パラメータを送信する。制御パラメータとは、例えば、受電装置２００の充電の可否を
示すパラメータ等である。制御パラメータ送信後、制御部１０２は、Ｓ３０４で受信した
受電装置２００の静的受電情報に基づき給電アンテナ１０４より第２の電力を出力する。
【００８３】
　Ｓ３０６では、制御部２０３は、受電アンテナ２０１を介して第２の電力の受信中に、
第２の通信部２０５を介して動的受電情報を給電装置１００へ送信する。給電装置１００
は、受信した動的受電情報から受電装置２００の充電状態を検出することが可能である。
【００８４】
　上述した通信シーケンスにより給電装置１００から受電装置２００への給電処理が実行
される。ところで、上述の通信シーケンスでは、Ｓ３０６で給電する相手が、Ｓ３０３で
Ａｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信号を送信した受電装置であるか否かを判断していない。そ
のため、上記通信シーケンスにおけるＳ３０３のタイミングで、例えば近隣の他の給電装
置と他の受電装置とが通信シーケンスを実行しようとした場合に、以下のような不都合が
生じる。すなわち、Ｓ３０３のタイミングで他の受電装置からもＡｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅ
ｎｔ信号が発信された場合、他の受電装置からのＡｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信号を先に
受信してしまう可能性がある。この場合には、給電装置は、受電情報を受け取る相手と、
給電する相手とが異なる状態となってしまい、過充電してしまうおそれがある。この問題
を解決するための実施形態１について説明する。
【００８５】
　［実施形態１］
　実施形態１では、従来の通信シーケンスのＳｈｏｒｔ　Ｂｅａｃｏｎ送信を省略し、給
電装置１００が、ＮＦＣ（近距離無線通信）のポーリングにより受電装置２００を検出す
る。
【００８６】
　＜給電装置の動作＞
　次に、図４のフローチャートを参照して、実施形態１の給電装置１００における制御処
理について説明する。なお、本フローチャートは、制御部１０２がメモリ１０７に格納さ
れているコンピュータプログラムを実行することによって実現される。後述する図６でも
同様である。



(13) JP 6700856 B2 2020.5.27

10

20

30

40

50

【００８７】
　Ｓ４０１では、制御部１０２は、第１の通信部１０５を制御し、給電装置１００におけ
る所定の範囲３００の中に受電装置２００の機器情報要求信号を送信する。例えば、ＮＦ
Ｃ通信規格のＴｙｐｅ　Ａ、Ｔｙｐｅ　Ｂ、Ｔｙｐｅ　Ｆの各々のリクエストコマンドを
順番に送信し続けるポーリング動作であってもよい。
【００８８】
　Ｓ４０２では、制御部１０２は、Ｓ４０１において送信した機器情報要求信号に対する
受電装置２００から送信される応答信号を第１の通信部１０５を介して受信したか否かを
判定する。第１の通信部１０５を介して受電装置２００からの応答信号を受信した場合に
は（Ｓ４０２でＹＥＳ）、制御部１０２は、処理をＳ４０３へ進める。受電装置２００か
らの応答信号を受信しない場合には（Ｓ４０２でＮＯ）、制御部１０２は、処理をＳ４０
１に戻す。
【００８９】
　Ｓ４０３では、制御部１０２は、第１の電力を出力するよう電力生成部１０１を制御し
、給電アンテナ１０４を介して給電装置１００における所定の範囲３００の中にＬｏｎｇ
　Ｂｅａｃｏｎ信号を送信し、Ｓ４０４へ進める。
【００９０】
　Ｓ４０４では、制御部１０２は、第２の通信部１０６を介して給電装置１００における
所定の範囲４００の中に存在する受電装置２００からＡｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信号を
受信したか否かを判定する。第２の通信部１０６を介してＡｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信
号を受信した場合には（Ｓ４０４でＹＥＳ）、制御部１０２は、処理をＳ４０５へ進める
。第２の通信部１０６を介してＡｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信号を受信しない場合には（
Ｓ４０４でＮＯ）、制御部１０２は、処理をＳ４１５へ進める。
【００９１】
　Ｓ４０５では、制御部１０２は、第１の電力を停止するよう電力生成部１０１を制御し
、処理をＳ４０６へ進める。
【００９２】
　Ｓ４０６では、制御部１０２は、Ｓ４０２において第１の通信部１０５を介して受信し
た受電装置２００の機器情報と、Ｓ４０４において第２の通信部１０６を介して受信した
受電装置の機器情報を比較し、処理をＳ４０７へ進める。
【００９３】
　Ｓ４０７では、制御部１０２は、Ｓ４０６において比較した各機器情報が同一の受電装
置２００を示している場合には（Ｓ４０７でＹＥＳ）、処理をＳ４０８へ進める。また、
制御部１０２は、Ｓ４０６において比較した各機器情報が異なる受電装置であることを示
している場合には（Ｓ４０７でＮＯ）、処理をＳ４１６へ進める。
【００９４】
　Ｓ４０８では、制御部１０２は、給電装置１００における所定の範囲３００の中に存在
する受電装置２００と給電装置１００における所定の範囲４００の中に存在する受電装置
が同一の受電装置２００であると判定し、処理をＳ４０９へ進める。
【００９５】
　Ｓ４０９では、制御部１０２は、Ｓ３０４の処理と同様に、第２の通信部１０６と第２
の通信部２０５との通信接続処理を行う。第２の通信部１０６が対応する通信規格で給電
装置１００と受電装置２００が接続されると、制御部１０２は、処理をＳ４１０へ進める
。
【００９６】
　Ｓ４１０では、制御部１０２は、Ｓ３０５の処理と同様に、第２の電力を出力するよう
電力生成部１０１を制御し、給電アンテナ１０４を介して受電装置２００への給電処理を
開始する。また、制御部１０２は、Ｓ３０６の処理と同様に、給電処理の実行中に、第２
の通信部１０６を介して受電装置２００から動的受電情報を受信する。給電処理の実行後
に、制御部１０２は、処理をＳ４１１へ進める。
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【００９７】
　Ｓ４１１では、制御部１０２は、受電装置２００以外の受電装置からＡｄｖｅｒｔｉｓ
ｅｍｅｎｔ信号を受信した場合には（Ｓ４１１でＹＥＳ）、処理をＳ４１４へ進める。ま
た、制御部１０２は、受電装置２００以外の受電装置からＡｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信
号を受信しない場合には（Ｓ４１１でＮＯ）、処理をＳ４１２へ進める。
　Ｓ４１２では、制御部１０２は、第２の通信部１０６を介して受信した動的受電情報の
中に過電圧／過電流／異常な温度上昇等を示すエラー情報が含まれているか否かを判定す
る。制御部１０２は、第２の通信部１０６を介して受信した動的受電情報の中にエラー情
報が含まれている場合には（Ｓ４１２でＹＥＳ）、処理をＳ４１４へ進める。また、制御
部１０２は、第２の通信部１０６を介して受信した動的受電情報の中にエラー情報が含ま
れていない場合には（Ｓ４１２でＮＯ）、処理をＳ４１３へ進める。
【００９８】
　Ｓ４１３では、制御部１０２は、第２の通信部１０６を介して受信した動的受電情報の
中に充電完了を示す情報が含まれているか否かを判定する。制御部１０２は、第２の通信
部１０６を介して受信した動的受電情報の中に充電完了を示す情報が含まれている場合に
は（Ｓ４１３でＹＥＳ）、処理をＳ４１４へ進める。また、制御部１０２は、第２の通信
部１０６を介して受信した動的受電情報の中に充電完了を示す情報が含まれていない場合
には（Ｓ４１３でＮＯ）、処理をＳ４１１に戻す。
【００９９】
　Ｓ４１４では、制御部１０２は、第２の電力の出力を停止するよう電力生成部１０１を
制御し、受電装置２００への給電処理を停止させ、処理を終了する。
【０１００】
　Ｓ４１５では、制御部１０２は、給電装置１００における所定の範囲３００の中に給電
装置１００が対応する非接触給電システムに対応した受電装置２００が存在しないと判定
し、処理を終了する。この際、制御部１０２は、表示部１０９に給電装置１００上に給電
不可の機器が設置されていることを示すメッセージを表示させてもよい。
【０１０１】
　Ｓ４１６では、制御部１０２は、給電装置１００における所定の範囲３００の中に存在
する受電装置と給電装置１００における所定の範囲４００の中に存在する受電装置が異な
る受電装置であると判定し、処理を終了する。
【０１０２】
　なお、制御部１０２は、Ｓ４０２の処理の後に第１の通信部１０５によるポーリング動
作を停止させてもよいし、ポーリング動作を継続して実行していてもよい。また、制御部
１０２は、Ｓ４１０の処理の前に第１の通信部１０５の動作を停止するよう制御してもよ
いし、第１の通信部１０５内の通信アンテナをオープン状態にするようスイッチを制御し
てもよい。
【０１０３】
　上述した処理によって、第２の通信部１０６で通信可能な給電装置１００における所定
の範囲４００の中に存在する受電装置が、給電装置１００が給電可能な給電装置１００に
おける所定の範囲３００の中に存在する受電装置と同一の受電装置であるか否かの判定を
行ってから給電処理を開始することができる。これにより、給電装置１００における所定
の範囲４００の中に複数の受電装置が存在している場合にも、給電処理を実行するべき受
電装置と第２の通信部１０６で接続し、意図しない受電装置への給電処理の実行を防ぐこ
とが可能である。
【０１０４】
　また、複数の給電装置１００が互いに近接して配置されている場合にも、給電装置１０
０における所定の範囲３００の中に存在する受電装置と、第２の通信部１０６を介して接
続することができるため、給電装置１００における所定の範囲３００の中に存在しない受
電装置への誤った給電処理の実行を防ぐことが可能である。
【０１０５】
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　＜受電装置の動作＞
　次に、図５のフローチャートを参照して、実施形態１の受電装置２００における制御処
理について説明する。なお、本処理は、図４で説明した給電装置１００での処理に対応す
る処理である。本フローチャートは、制御部２０３がメモリ２１１に格納されているコン
ピュータプログラムを実行することによって実現される。後述する図７でも同様である。
【０１０６】
　Ｓ５０１では、制御部２０３は、第１の通信部２０４を介して給電装置１００から送信
される機器情報要求信号を受信したか否かを判定する。制御部２０３は、第１の通信部２
０４を介して給電装置１００から送信される機器情報要求信号を受信した場合には（Ｓ５
０１でＹＥＳ）、処理をＳ５０２へ進める。また、制御部２０３は、第１の通信部２０４
を介して給電装置１００から送信される機器情報要求信号を受信しない場合には（Ｓ５０
１でＮＯ）、給電装置１００からの機器情報要求信号の受信を検出するまで待機し続ける
。
【０１０７】
　Ｓ５０２では、制御部２０３は、記憶部２０４ａに格納されている受電装置２００の機
器情報を含んだ応答信号を第１の通信部２０４を介して給電装置１００へ送信し、処理を
Ｓ５０３へ進める。
【０１０８】
　Ｓ５０３では、制御部２０３は、受電アンテナ２０１を介して給電装置１００から送信
されるＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信号を受信し、処理をＳ５０４へ進める。
【０１０９】
　Ｓ５０４では、制御部２０３は、Ｓ５０３において受信したＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信
号の電力を用いて第２の通信部２０５を起動することができるか否かを判定する。制御部
２０３は、受信したＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信号の電力を用いて第２の通信部２０５を起
動することが可能な場合には（Ｓ５０４でＹＥＳ）、処理をＳ５０５へ進める。また、制
御部２０３は、受信したＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信号の電力を用いて第２の通信部２０５
を起動することができない場合には（Ｓ５０４でＮＯ）、処理を終了する。この際、第２
の通信部２０５を起動させるほど十分な電力を受信していないことが考えられるため、制
御部２０３は、表示部２１３に受電装置２００の位置を修正するようユーザに促すメッセ
ージを表示させてもよい。
【０１１０】
　Ｓ５０５では、制御部２０３は、第２の通信部２０５を介して給電装置１００における
所定の範囲４００の中にＡｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ信号を送信し、処理をＳ５０６へ進
める。
【０１１１】
　Ｓ５０６では、制御部２０３は、第２の通信部２０５を介して給電装置１００から送信
される接続要求信号を受信したか否かを判定する。制御部２０３は、第２の通信部２０５
を介して給電装置１００から送信される接続要求信号を受信した場合には（Ｓ５０６でＹ
ＥＳ）、処理をＳ５０７へ進める。また、制御部２０３は、第２の通信部２０５を介して
給電装置１００から送信される接続要求信号を受信しない場合には（Ｓ５０６でＮＯ）、
処理を終了する。
【０１１２】
　Ｓ５０７では、制御部２０３は、Ｓ３０４の処理と同様に、第２の通信部２０５と給電
装置１００の第２の通信部１０６との通信接続処理を行う。第２の通信部２０５が対応す
る通信規格で給電装置１００と受電装置２００が接続された後、制御部２０３は第２の通
信部２０５を介して給電装置１００へ受電装置２００の静的受電情報を送信する。静的受
電情報送信後に、制御部２０３は、第２の通信部２０５を介して給電装置１００から給電
装置１００の静的送電情報を受信する。静的送電情報受信後に、制御部２０３は、第２の
通信部２０５を介して給電装置１００へ受電装置２００の動的受電情報を送信し、処理を
Ｓ５０８へ進める。
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【０１１３】
　Ｓ５０８では、制御部２０３は、Ｓ３０５の処理と同様に、第２の通信部２０５を介し
て給電装置１００から受電装置２００の制御パラメータを受信する。制御パラメータ受信
後、制御部２０３は、給電装置１００より第２の電力を受信する。給電装置１００より第
２の電力の受信中にも、制御部２０３は、第２の通信部２０５を介して給電装置１００へ
受電装置２００の動的受電情報を送信し、処理をＳ５０９へ進める。
【０１１４】
　Ｓ５０９では、制御部２０３は、受電装置２００にエラーが発生しているか否かを判定
する。受電装置２００に発生するエラーとは、例えば、制御部２０３が不図示の温度検出
部より検出する温度が所定の温度を超えていた場合の異常な温度上昇によるエラー等であ
る。制御部２０３は、エラーの発生を検出した場合には（Ｓ５０９でＹＥＳ）、処理をＳ
５１２へ進める。また、制御部２０３は、エラーの発生を検出しない場合には（Ｓ５０９
、Ｎ０）、処理をＳ５１０へ進める。
【０１１５】
　Ｓ５１０では、制御部２０３は、２次電池２１０への充電が完了したか否かを判定する
。制御部２０３は、２次電池２１０が満充電であることを検出した場合には（Ｓ５１０で
ＹＥＳ）、処理をＳ５１１へ進める。また、制御部２０３は、２次電池２１０が満充電で
ないことを検出した場合には（Ｓ５１０でＮＯ）、処理をＳ５０９に戻す。
【０１１６】
　Ｓ５１１では、制御部２０３は、第２の通信部２０５を介して、充電完了を示す情報を
含んだ動的受電情報を給電装置１００へ送信し、処理を終了する。
【０１１７】
　Ｓ５１２では、制御部２０３は、第２の通信部２０５を介して、エラー情報を含んだ動
的受電情報を給電装置１００へ送信し、処理を終了する。
【０１１８】
　［実施形態２］
　次に、実施形態２の非接触給電システムについて説明する。
【０１１９】
　実施形態１では、図４で説明したように、給電装置１００は、第１の通信部１０５によ
るポーリングによって受電装置２００が給電装置１００における所定の範囲３００の中に
存在するか否かを検出可能である。そのため、図３で説明した通信シーケンスにおけるＳ
ｈｏｒｔ　Ｂｅａｃｏｎ信号の送信を省略している。
【０１２０】
　しかしながら、受電装置２００が給電装置１００の第１の通信部１０５の通信規格に対
応していない、あるいは第１の通信部２０４を有していない場合には、図４の処理では、
受電装置２００への給電処理を行うことができない。
【０１２１】
　そこで、実施形態２では、給電装置１００の第１の通信部１０５が、図４の処理に加え
て、図３で説明したＳｈｏｒｔ　Ｂｅａｃｏｎ信号の送信（第３の電力の出力）を行う。
これにより、受電装置２００が給電装置１００の第１の通信部１０５の通信規格に対応し
ていない場合や第１の通信部２０４を有していない場合であっても受電装置２００に対す
る給電処理が可能である。
【０１２２】
　なお、本実施形態では、受電装置２００の第１の通信部２０４が給電装置１００の第１
の通信部１０５の通信規格に対応していない、あるいは第１の通信部２０４を有していな
い構成以外は、給電装置１００と受電装置２００の構成、通信シーケンスは実施形態１と
同様であるため説明を省略する。
【０１２３】
　＜給電装置の動作＞
　以下、図６のフローチャートを参照して、給電装置１００が第１の通信部１０５の通信
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規格に対応していない受電装置２００に対して給電処理を行うための制御処理について説
明する。
【０１２４】
　なお、図６のＳ６０１からＳ６１６、Ｓ６２１からＳ６２３までの処理は、図４のＳ４
０１からＳ４１６、Ｓ４０３からＳ４０５までの処理と同一であるため説明は省略する。
【０１２５】
　Ｓ６１７では、制御部１０２は、Ｓ６０１で第１の通信部１０５を介して送信した機器
情報要求信号が３回連続で送信されたか否かを判定する。制御部１０２は、タイマー１１
１より取得した機器情報要求信号の連続送信回数が３回である場合には（Ｓ６１７でＹＥ
Ｓ）、処理をＳ６１８へ進める。また、制御部１０２は、タイマー１１１より取得した機
器情報要求信号の連続送信回数が３回未満である場合には（Ｓ６１７でＮＯ）、処理をＳ
６０１に戻す。なお、本処理では、制御部１０２は、機器情報要求信号の連続送信回数が
３回に達しているか否かで判定を行っているが、判定条件である機器情報要求信号の連続
送信回数は１回以上であれば構わない。
【０１２６】
　Ｓ６１８では、制御部１０２は、第３の電力を出力するよう電力生成部１０１を制御し
、給電アンテナ１０４を介して給電装置１００における所定の範囲３００の中でＳｈｏｒ
ｔ　Ｂｅａｃｏｎ信号を送信し、処理をＳ６１９へ進める。
【０１２７】
　Ｓ６１９では、制御部１０２は、給電装置１００における所定の範囲３００の中に受電
装置２００が存在する場合には、整合回路１０３のインピーダンスが変化するため、整合
回路１０３のインピーダンスの変化を検出したか否かを判定する。制御部１０２は、整合
回路１０３のインピーダンスの変化を検出した場合には（Ｓ６１９でＹＥＳ）、処理をＳ
６２１へ進め、整合回路１０３のインピーダンスの変化を検出しない場合には（Ｓ６１９
でＮＯ）、処理をＳ６２０へ進める。
【０１２８】
　Ｓ６２０では、制御部１０２は、タイマー１１１から取得した時間情報が所定の時間間
隔に達しているか否かを判定する。所定の時間間隔とは、例えば、直前のＬｏｎｇ　Ｂｅ
ａｃｏｎ信号の送信から次のＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信号の送信までの時間間隔である。
また、制御部１０２は、タイマー１１１から取得した時間情報が所定の時間間隔に達して
いる場合には（Ｓ６２０でＹＥＳ）、処理をＳ６２１へ進める。また、制御部１０２は、
タイマー１１１から取得した時間情報が所定の時間間隔に達していない場合には（Ｓ６２
０でＮＯ）、処理をＳ６０１に戻す。
【０１２９】
　なお、受電装置２００が第１の通信部２０４を有していない場合の受電装置２００の制
御処理については、図５で説明した受電装置２００の制御処理のうち、第１の通信部２０
４を用いるＳ５０１とＳ５０２の処理を省略したＳ５０３からＳ５１２までの処理に対応
する。
【０１３０】
　本実施形態によれば、受電装置２００が給電装置１００の第１の通信部１０５の通信規
格に対応していない、あるいは第１の通信部２０４を有していない場合であっても、給電
装置１００は、図３で説明したＳｈｏｒｔ　Ｂｅａｃｏｎ信号を用いることで給電装置１
００における所定の範囲３００の中に受電装置２００が存在することを検出可能となる。
また、受電装置２００が給電装置１００の第１の通信部１０５の通信規格に対応している
場合には、図４の処理が実行できるため、給電装置１００が意図しない受電装置２００に
対して給電処理を実行することを防止することができる。
【０１３１】
　＜受電装置の動作＞
　次に、図７のフローチャートを参照して、図６の給電装置１００の制御処理に対応した
、給電装置１００の第１の通信部１０５の通信規格に対応していない受電装置２００にお
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【０１３２】
　なお、図７のＳ７０２、Ｓ７０４からＳ７１２までの処理は、図５のＳ５０２、Ｓ５０
４からＳ５１２までの処理と同一であるため説明は省略する。
【０１３３】
　Ｓ７０１では、制御部２０３は、第１の通信部２０４を介して給電装置１００から送信
される機器情報要求信号を受信したか否かを判定する。制御部２０３は、第１の通信部２
０４を介して給電装置１００から送信される機器情報要求信号を受信した場合には（Ｓ７
０１でＹＥＳ）、処理をＳ７０２へ進める。また、制御部２０３は、第１の通信部２０４
を介して給電装置１００から送信される機器情報要求信号を受信しない場合には（Ｓ７０
１でＮＯ）、処理をＳ７０３へ進める。
【０１３４】
　Ｓ７０２では、Ｓ５０２と同一の処理を行う。
【０１３５】
　Ｓ７０３では、制御部２０３は、受電アンテナ２０１を介して給電装置１００から送信
されるＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信号を受信したか否かを判定する。制御部２０３は、受電
アンテナ２０１を介してＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信号を受信した場合には（Ｓ７０３でＹ
ＥＳ）、処理をＳ７０４へ進め、受電アンテナ２０１を介してＬｏｎｇ　Ｂｅａｃｏｎ信
号を受信しない場合には（Ｓ７０３でＮＯ）、処理を終了する。
【０１３６】
　Ｓ７０４からＳ７１２では、Ｓ５０４からＳ５１２と同一の処理を行う。
【０１３７】
　本実施形態によれば、給電装置１００の第１の通信部１０５の通信規格に対応していな
い受電装置２００に対して給電処理を行うことが可能となる。
【０１３８】
　［その他の実施形態］
　本発明は、上述の実施形態の１以上の機能を実現するプログラムを、ネットワーク又は
記憶媒体を介してシステム又は装置に供給し、そのシステム又は装置のコンピュータにお
ける１つ以上のプロセッサがプログラムを読出し実行する処理でも実現可能である。また
、１以上の機能を実現する回路（例えば、ＡＳＩＣ）によっても実現可能である。
【符号の説明】
【０１３９】
１００…給電装置、１０２…制御部、１０４…給電アンテナ、１０５…第１の通信部、１
０６…第２の通信部、２００…受電装置、２０１…受電アンテナ、２０３…制御部、２０
４…第１の通信部、２０５…第２の通信部
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